
こどものケアニーズに応じた支援について

資料１

こども家庭庁支援局家庭福祉課



〇前回までの専門委員会を踏まえた考えられる論点
 ◇ケアニーズは変化していくものであり、入所時点で固定的に捉えるものではなく、定期的に

再アセスメントを行い、こどものケアニーズに応じた支援を提供することが必要。

（１）こどものケアニーズに応じた支援を提供するためには、①何に着目して、②どのような
タイミング・頻度で、③どのような者がアセスメントを行うことが適当と考えられるか。

⇒第３回専門委員会までの議論を踏まえ、アセスメントシート作成等のため、別途、本専門委員
会委員を基本とした作業チームを設置する。

【第３回専門委員会での主なアセスメント関連発言要旨】
（①着目点）
・ 何が補助的に機能しているのかを科学的枠組みに沿って、例えばPACEsや、こどもたちの声に基づく軸を重視して評価する点が重要。
・ こどもの強みの部分にも着目する必要がある。
・ 的確な見立てのためには、お子さんがどのように社会的養護に至ったのかという妊娠期からの経過を詳細にストーリーで追っていくこと
が大切。子ども・若者ケアプランのガイドラインや、こども家庭総合評価表を活用されることも検討されるべきで、それらを通じて実際
の方向性を明確にして、こども、家庭、地域の強みや可能性や相互作用も含めてお子さんを捉えていく。また、家庭の脆弱性を補ってい
くという視点も必要。不安定なアタッチメントや複合的なトラウマや家族との葛藤が複雑に絡み合っている２階部分のエクストラニーズ
の問題は児童精神科医等の専門的な援助が必要。

・ 基本的ニーズに対してどんな困難な点があるかということを整理したアセスメントが必要。そもそも社会的養護を受けるということに対
しての抵抗感も含めてあると思うので、もっと生活現場の中での日々の生活を送ることに対してのニーズの確認が、議論の焦点に当たる
必要がある。安全・安心を損なう形に働いていることは大きく注目されるべきかと思うし、大きな軸というのは、そこに持つべき。

・ 必ず話すも話さないも自分で決めていいと、それがあなたの成績表みたいに何か変わるわけではないと前提で言われていたので、そこの
部分はコミュニケーションとして入れていただければと思う。また、その子の養育目標をどこにするかによって、アセスメントしたい情
報は変わってくる。

・ 虐待によって入所する子たちが結構多いが、その記憶の乖離が起こっていて、大人になって、ライフステージの中で落ち着いてきたり、
自分の人生を振り返ろうと思ったときに、初めてその記録が記憶と結びつく瞬間みたいなものがある。誰のためのという意識としては、
社会的養護下もそうだが、そこを大事にしたものが、いずれ社会的養護から離れた後もそれがすごく生きていく。
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・ 基本的ニーズはどういうものがあるのか。それが本当に満たされていれば、スペシャルニーズの話だけで行っていい子もいると思うが、
そこが満たされていない場合、まずはそこをどうやってしっかり満たすのかということが大事。

・ 症状や行動の背景にある心理・精神的テーマを検討すること、特に心理的発達の視点から重症度と健康度の検討が重要。アタッチメント
形成を中心とした基本的信頼感、情動制御等自律性の獲得といった心的発達の基盤形成がどうであるかの評価であり、アセスメントにつ
いて、こどもが抱えた課題の重さと健康の側面を見る上で、そういった観点が重要。

（②タイミング・頻度）
・ 定期的にやるということも前提としながら、それに加えて、家庭支援の段階、一時保護中、こどもが困難を感じている、また、周囲がそ
のように想像するとき、こどもに関わる大人が対応に困難を感じるとき、こどもの生活環境や人的環境が大きく変わるとき、でも必要。

・ ２層構造で整理して、一つが計画的な定期のアセスメントで、入所時に包括的なアセスメントがされていると思うが、それに基づいて入
所後３か月ぐらいの時点で適用状況を改めて評価して、その後は少なくとも半年に１回ごとの評価が望ましい。

・ ケースを受理した段階、それから、一時保護の段階、また、重要なのは実際に里親や施設に委託措置された後、日々の暮らしの中で見せ
るこどもの言動、保護者や関係機関からのさらなる情報など、多くの新たな情報を踏まえたアセスメントを見直すことが重要。

（③行う者）
・ こどもたちを単なる評価の対象とするのではなく、その参画者として可能な限り評価の主体とする仕組みが望ましい。
・ 家庭（親）、一時保護施設、社会的養護、学校など、日中過ごす場からの情報や、可能な限り直接の観察も必要になるので、これらの関
係者の誰とでも話せる立場の人で、心理とこども家庭福祉の知識や経験を持つ人、そういった方がこれをできるのではないか。こども家
庭ソーシャルワーカー用の英国・米国のテキストにあるような知識を身につけているような考え方と知識を身につけたこども家庭ソー
シャルワーカーや心理士であれば、こういったことがアセスメントできるのではないか。社会的養護の間だけではなくて、その前と後の
対応も考えるのであれば、そこもつながれる機関や人がしていくということも大事。いろいろな方にこどもが理解されるということは、
全体を包括的に理解するという意味では大事だが、こどもからしてこの人にしっかり理解してもらえていると思える人がいて、その人も
しっかりアセスメントに加わり続けていることが大事。さらに医学・心理・教育等に関する専門的なアセスメントが必要であれば、そう
いったチームでしっかり見ていくことももちろん続けていくということ。

・ トータルなアセスメントが必要なので関わっている方々がアセスメントをするというのが大事だが、イタリアのPIPPIプログラムで一番
大事にしているのは、こどもも家族も一緒に入って支援者とアセスメントをして支援計画をつくっていくということ。
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・ 本人や家族、地域の多職種によるチームのアセスメントが原則だが、ケアワーカーは日常の生活を見て、心理職はトラウマや発達特性な
どを見て、ソーシャルワーカーはパーマネンシーの見通しなどを見ながら、エクストラな部分は児童精神科医の関与も求められる。さら
に重要なのは、施設とか児童相談所だけで完結することではなくて、特に入退所時は学校や保育所、こども家庭センターや保健師、ス
クールソーシャルワーカー、児童家庭支援センター等の地域の視点が不可欠。ただし、これらのアセスメントとそれらに基づいた実践を
行っていくには現行の体制では不十分だと思うので、アセスメントと実践を接続しながら実施状況をモニタリングしていく機能や部門が
必要。そして、何よりもこども、本人さんの意見に基づいて、こどもとともに今後を考えていくプロセスであるべきで、本人さんの思い
を計画に反映させることが肝要で、お子さんが自分のニーズに沿って支援を選択できる仕組みをつくることだと思う。ケアニーズに応じ
た支援をこどもが選択・決定できるように提供することが必要。

・ こどもが主体ということは非常に重要。全ての関わる人がアセスメントすべきと思うが、これを統合していくのはすごく大変で、養育者
である里親、もしくは施設のケアワーカーが一番リーダーシップを執るべき立場であろうと考える。

・ 基本的ニーズが満たされているかということについては前提としてあると仮定するよりも、確認するということが大事。
・ 誰がアセスメントするかは、多職種による支援チームが必要。その支援チームと保護者やこどもとの共同作業を原則としてアセスメント
を行う。また、心的発達や心の臨床の知見が必要で、精神心理に通じた医師や心理職等の専門職チームが加わることが有効。

・ そのお子さんに関わっている現場の全ての人が集まって、いろいろな評価をできればとは思うが、それをある程度統合評価する新しい立
場の人がいたほうがいいのかもしれない。

・ 全体をちゃんと把握していて、こどもと家族と一番近いところにいて、できるだけ長くいられる人がいたら、その方が担っていけるとい
い。

（〇その他）
・ 作業チームをつくっていただいたほうが効率的でいいとは思うが、この議論は今ここにいらっしゃるメンバーの間でも非常に多層的に広
がっていて、趣旨を共有するのがとても難しいと思うので、新たなメンバーに、そこの趣旨の共有はとても大変かなと思った。新たな方
に来ていただくと、またこの議論を一から積み重ねて共通土台をつくり、その上でつくり始めるということになるのかなと想像して、で
きるのだろうかと思った。

・ 学術的な人と本当の現場のプレーヤーの方とニュアンスが変わってきてしまう気もするので、プレーヤーの方にも入っていただけるとよ
い。
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（２）（１）のアセスメントを踏まえて、どのような支援が有効・必要と考えられるか。また、
その支援を行うために必要な対応・体制について、どのようなものが考えられるか。

〇家庭養護としての里親、ファミリーホームについて、どう考えるか。

【第３回専門委員会での主な支援関連発言要旨】
（支援内容）
・ どんな信条や文化でその子は生活しているかということ、また、それがマッチしているか、そんな視点で基本的ニーズというのを考えて
いただきたい。御飯を食べたり、お風呂に入ったり、夜寝られたりということと、生活文化ということはとても大きく影響するのではな
いか。ニーズの優先順位として、エクストラニーズよりも基本的ニーズが先なのだというぐらいの発想で捉えていただけると間違わない
のではないか。

・ 安心できる生活は、ここに帰って来れば大丈夫だと感じられる環境が安心感につながる。それらを後押しするのが小規模で家庭的な生活
単位やトラウマインフォームドケアで、それらの生活における安心や養育者との関係を通して、今、安心できる生活が、まず何よりも必
要。とりわけ大人がトラウマやアタッチメント、発達特性に関する知識や理解を持って、お子さんが表現する行動の意味を読み取って、
家庭背景を踏まえた実践を行うことがまず必要。的確な見立てによる関わりの体制として児童精神科医や心理職が関与した定期的なカン
ファレンスやスーパービジョン体制と、常時複数のケアワーカーが配置できる人的整備が必要。東京都では専門機能強化型児童養護施設
の取組が随分前から進んでいて、非常勤の精神科医や心理士等の職員の配置があり、とても参考になる取組。これに加えてケアを担う人
材育成の体系化と標準化も重要で、質の均てん化のためにも職員研修の標準化が必要。パーマネンシーは単に親元に帰すことだけではな
くて、お子さんが誰とどのように関わるかを選択できて、そして、つながり続けられるかを実感できる状況だと考えると、分離によって
将来の見通しが揺らいでいるお子さんについて長期的に帰属できる関係を探っていくことが必要。家庭復帰が困難な場合にはライフス
トーリーワークや親族養育、いわゆるキンシップを活用して親族等による養育の可能性を丁寧に探っていくことが求められる。もう一つ
重要なことは、社会的養護に至る前の段階で支えていく仕組みで、地域での見守りという名の下に、地域の大人とつながれていないお子
さんが多くいるので、ショートステイや通所など、家庭を維持しながら受け皿を整備していくこともパーマネンシー保障に含まれる。

・ ここにいていいのだと感じると支援を受け入れていったなと感じていて、それの一つに自分の言っている痛みを分かってくれるとかが、
経験として強く記憶に残っている。そこから、お子さんがどのように自分が生きていきたいのかというところにつながっていくと思うが、
そこが生活の中でたくさん声が聞かれる設計ができるとよい。

・ 前提として、被虐待経験の有無や精神的不調の有無のみで支援の必要性を判断するのは適切ではない。アセスメントを踏まえた上で、心
理精神的な支援の必要性を検討すべき、さらに精神科医や心理職による直接的な心理治療は限定的なので、重要なのは日々の生活の中で
回復に向けた支援を行うことが中核になる。
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（支援体制）
・ 施設養護、特に乳幼児で施設養護から家庭養護へと枠を変えていくことで、より基本的なニーズももちろん満たしやすくなるように国と
しても進めてくださっている。何でそもそも施設から家庭養護なのか、特に乳幼児は、家庭養護に移れば、枠が変わればいいのではなく
て、アタッチメントという観点からそれがより安定しやすい。もちろん施設でもできないことはないが、やろうと思うと相当大変という
か、家庭でやるよりもやりにくい環境でわざわざやるよりは、家庭というところである程度一定の大人が関われる環境にすることで、基
本的なニーズの大事なところのアタッチメントがしっかり形成できるという意味でそちらのほうに行くということで、ここでは側という
よりは中身を大事にしようという話で行っている。里親も単に里親へ行けばいいのではなくて、もう１回しっかりここで満たされている
のかというのをこどもの側に聞いたり、親とこどもと一緒に評価する中で見えてくるのではないか。そこができだすと随分違ったものが
必要なのだということを改めて気づいていけるのではないか。それはもしかしたら、枠というよりは、関わり方とか中身の問題のほうが
実は大きくなってくるかもしれない。

・ 社会的養護としては里親類型を見直して専門里親とか、今ある類型も考え直すことが必要。ほかの施設も類型等を考えて、そのニーズを
一番満たしやすい形をつくっていくというところをやっていく。過渡期の間、今ある事業でいろいろな重ね合わせ方を考えることでいけ
る。

・ ケアニーズの高い、こどもは悪くないが、アタッチメントの再構築や、ほかの人への信頼感の形成をやっていく必要があるので、家庭養
育の機会は里親を中心として複数の職員が、専門職もいて継続的に関与する体制が不可欠。フランスではサブ里親みたいな制度があって、
ケアニーズの高い子に対して追加的な加算措置を設けて、人件費の確保やセラピーを利用できたり、こどもと里親さんが向き合う時間を
確保するために家事の支援者の雇用、うちもそのようにやっていたが、可能とする財政的な裏付けが必要なのではないか。ボランティア
でやっていたが、ケアニーズに応じた里親手当とか、あるいは加算制度の整備が求められるのではないか。それから、サブ里親的な存在
の配置のみならず、背後にある支援チームや児童相談所の継続的な支え、さらに医療機関を含めた相談体制の整備も不可欠。医療との連
携も含む多職種連携を構築していくことが、こどもたちが心の支えや信頼関係をつくりながら大人になっていくところでは必要。

・ パーマネンシーの計画を策定して、こども、家庭、地域のアセスメントに基づいた実践や担い手を明確にしていくことが必要で、その際、
こどものセルフアドボカシー形成支援をセットにしないと、復帰してさらにこどもが傷つくことになるので、児童家庭支援センター等の
地域の社会資源との接続や、在宅支援や通所機能の充実が求められる。そのためのパーマネンシーを専門的に支えていく資源として、こ
ども家庭ソーシャルワーカー等の人材や、児童家庭支援センター等の地域資源の機能強化や、これに加えて心理学的な見地からの家庭支
援の専門職の整備が求められる。このほかに代替養育の制度も柔軟な運用と新しいモデルが必要で、できる限り家庭生活を可能にするた
めに、キンシップによる家庭支援の制度的整備が求められてくる。最後に、保護的・補償的体系の保障は、肯定的な体験を積み重ねるた
めの関係性と環境と経験を生活の中で意図的に保障することが必要で、例えば十分な食事や生活、十分な食事や安全な住居、文化・余暇
活動へのアクセス、安定した居場所や心理的な親の存在は計画的に提供されるべきで、それがこどものニーズを満たしていくことと家庭
維持にもつながっていく。

・ 地域のいろいろな資源にアクセスしやすくなればよい。社会的養護のお子さんに対しての社会的養護の支援という形の１対１対応ではな
いいろいろな地域支援がいかに使いやすくなるかということを、このニーズ評価を基にして、社会のいろいろな資源をうまく組み合わせ
られればよい。

・ 複数の支援者で支援チームを構成することが重要で、このチームに精神科医や心理職等の心の専門職が加わるといった点も重要である。
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○里親・ファミリーホームの推移

＜参考＞要保護児童数の推移
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6
46,673 45,236 46,463 45,826 45,681 45,549 45,578 45,721 44,354 44,258 43,650 42,434 41,773 41,507 41,436 41,823

（単位：人）

（注）要保護児童数は、里親・ファミリーホームの委託児童数、乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・児童自立支援施設・母子生活支援施設・児童自立生活援助事業の入所児童数の合計
（出典）

・里親、ファミリーホーム、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、母子生活支援施設は、福祉行政報告例（各年度3月末現在）
・児童自立支援施設、児童自立生活援助事業は、家庭福祉課調べ（各年度10月1日現在）



里親・ファミリーホームの現状①

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（１）児童の委託理由

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

父の死亡 2.3% 1.8% 0.9% 1.1%

母の死亡 10.8% 9.2% 3.0% 3.6%

父の行方不明 1.6% 0.8% 0.8% 0.3%

母の行方不明 6.7% 4.9% 3.4% 2.6%

父母の離婚 1.4% 0.9% 3.4% 1.9%

両親の未婚 ＊ ＊ ＊ ＊

父母の不和 0.7% 1.0% 1.1% 0.2%

父の拘禁 0.5% 0.5% 0.4% 0.9%

母の拘禁 2.5% 2.5% 3.5% 2.7%

父の入院 0.6% 0.4% 0.3% 0.4%

母の入院 1.7% 1.6% 2.0% 1.8%

家族の疾病の付き添い 0.2% 0.1% - 0.2%

次子出産 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%

父の就労 0.9% 0.8% 1.3% 0.9%

母の就労 1.4% 1.1% 2.0% 1.8%

父の精神疾患等 0.5% 0.8% 0.4% 0.4%

母の精神疾患等 12.5% 14.8% 13.9% 13.1%

父の放任・怠だ 1.3% 1.5% 1.6% 1.7%

母の放任・怠だ 11.9% 14.1% 12.2% 12.4%

父の虐待・酷使 3.9% 5.3% 7.4% 9.7%

母の虐待・酷使 5.4% 8.1% 7.5% 9.8%

棄児 1.4% 0.5% 1.3% 1.1%

養育拒否 15.3% 13.6% 13.5% 13.5%

破産等の経済的理由 6.3% 5.8% 2.8% 2.3%

児童の問題による監護困難 1.2% 1.5% 5.2% 4.3%

児童の障害 0.2% 0.3% 1.2% 1.1%

その他 7.6% 7.2% 9.5% 8.8%

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、不詳を含む。

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ 里親

構成割合（％）

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

0歳 3.0% 3.0% 0.7% 0.4%

1歳 3.7% 3.0% 1.0% 1.1%

2歳 4.1% 4.1% 1.8% 1.3%

3歳 5.1% 5.4% 2.4% 2.6%

4歳 5.2% 6.1% 3.0% 3.1%

5歳 5.3% 5.5% 3.9% 3.6%

6歳 4.4% 5.8% 4.5% 4.4%

7歳 4.6% 5.1% 6.4% 5.4%

8歳 4.7% 5.1% 5.0% 5.0%

9歳 4.3% 5.0% 4.5% 6.1%

10歳 4.9% 4.8% 5.9% 5.9%

11歳 4.5% 4.9% 4.7% 5.7%

12歳 4.6% 4.7% 6.7% 7.6%

13歳 5.4% 4.6% 6.7% 5.5%

14歳 6.0% 5.4% 6.7% 6.8%

15歳 6.2% 5.6% 8.5% 7.9%

16歳 7.1% 6.0% 8.5% 7.9%

17歳 7.5% 6.1% 9.0% 9.0%

18歳 6.7% 6.4% 7.0% 6.5%

19歳 2.1% 3.2% 2.5% 3.5%

20歳 ＊ - ＊ -

21歳 ＊ - ＊ -

22歳 ＊ - ＊ -

平均年齢 10.2歳 9.9歳 11.6歳 11.8歳

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、年齢不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

里親 ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

構成割合（％）

（２）児童の現在の年齢

7



里親・ファミリーホームの現状②

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（３）児童の委託時の年齢 （４）児童の委託期間

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

0歳 11.0% 13.5% 4.3% 5.4%

1歳 10.3% 11.2% 3.2% 5.7%

2歳 14.5% 13.8% 7.7% 8.1%

3歳 9.7% 11.3% 7.3% 8.8%

4歳 6.0% 6.8% 6.9% 6.5%

5歳 5.1% 5.4% 4.5% 6.5%

6歳 5.2% 5.4% 6.6% 7.2%

7歳 3.8% 4.1% 5.4% 5.3%

8歳 3.1% 3.3% 6.3% 6.2%

9歳 2.8% 2.8% 5.4% 5.3%

10歳 3.2% 3.1% 4.7% 4.5%

11歳 2.9% 2.1% 5.8% 4.4%

12歳 4.0% 3.0% 5.9% 4.6%

13歳 3.2% 2.9% 5.8% 4.7%

14歳 3.2% 3.0% 5.6% 5.0%

15歳 3.9% 3.6% 5.9% 5.5%

16歳 3.2% 2.7% 4.2% 3.8%

17歳 1.9% 1.5% 2.2% 2.0%

18歳 0.2% 0.4% 0.3% 0.2%

19歳 - - - -

20歳 ＊ - ＊ -

21歳 ＊ - ＊ -

22歳 ＊ - ＊ -

平均年齢 5.9歳 5.4歳 8.2歳 7.5歳

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、年齢不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

里親 ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

構成割合（％）

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

1年未満 21.0% 21.1% 21.8% 18.2%

 1年以上2年未満 15.3% 14.9% 16.6% 16.0%

 2年以上3年未満 10.9% 11.6% 14.6% 11.6%

 3年以上4年未満 8.7% 9.7% 11.3% 12.3%

 4年以上5年未満 6.5% 7.7% 9.7% 8.8%

 5年以上6年未満 5.8% 6.1% 5.8% 6.8%

6年以上7年未満 6.1% 5.4% 5.4% 4.6%

7年以上8年未満 4.5% 4.0% 4.9% 5.1%

8年以上9年未満 3.7% 3.6% 3.0% 4.1%

 9年以上10年未満 2.9% 2.8% 0.5% 3.6%

 10年以上11年未満 2.8% 2.5% 1.1% 2.6%

11年以上12年未満 1.8% 2.6% 0.7% 2.3%

12年以上 7.5% 7.9% 2.8% 4.0%

平均期間 4.5年 4.5年 3.6年 4.3年

注）総数には、期間不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

　　「ファミリーホーム」委託期間は、ファミリーホーム制度創設以前における里親委託期間を含む。

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ里親

構成割合（％）
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里親・ファミリーホームの現状③

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（５）児童の被虐待経験の有無、虐待の種類

身体虚弱
肢体

不自由

重度心身

障害
視覚障害 聴覚障害 言語障害 知的障害 てんかん

外傷後

ストレス

障害

（PTSD）

反応性

愛着障害

注意欠陥

多動性

障害

（ADHD）

学習障害

（LD）

広汎性

発達障害

（自閉症

スペクト

ラム）

チック 吃音症

発達性

協調運動

障害

高次脳

機能障害

その他の

障害等
LGBT

Ｒ５ 6,057 29.6% 1.0% 0.6% 0.1% 0.5% 0.4% 0.5% 10.0% 0.7% 1.1% 3.1% 7.5% 1.0% 9.2% 0.3% 0.2% 0.3% 0.0% 5.0% 0.4%

Ｈ30 5,382 24.9% 1.1% 0.6% 0.1% 0.3% 0.2% 0.6% 8.6% 0.8% 0.5% 2.5% 5.5% 0.8% 6.7% 0.4% 0.3% 0.3% 0.0% 3.9% 0.1%

Ｒ５ 1,713 51.2% 2.0% 0.8% 0.5% 1.5% 0.8% 1.5% 15.8% 1.1% 4.0% 11.1% 17.3% 6.8% 16.2% 2.2% 1.4% 1.4% 0.5% 6.7% 0.5%

Ｈ30 1,513 46.5% 3.0% 0.9% 0.2% 0.3% 0.3% 1.3% 15.8% 1.4% 2.3% 9.0% 12.0% 6.7% 13.0% 1.0% 0.9% 1.1% 0.5% 6.5% 0.1%

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、不詳を含む。

　　「心身の状況」の構成割合は、総数に対する割合であり、複数回答のため100％を超える場合がある。

里親

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

該当あり

心身の状況（複数回答）

総数

（人）

構成割合（％）

虐待経験 虐待経験

あり 身体的虐待 性的虐待 ネグレクト 心理的虐待 なし

Ｒ５ 6,057 46.0% 30.5% 3.6% 65.0% 26.2% 49.5% 3.9%

Ｈ30 5,382 38.4% 30.4% 3.0% 65.8% 18.8% 56.3% 4.9%

Ｒ５ 1,713 56.8% 44.3% 9.2% 65.4% 38.3% 35.4% 7.5%

Ｈ30 1,513 53.0% 45.5% 7.5% 62.3% 36.0% 38.1% 8.1%

注）総数には、不詳を含む。

　　「虐待経験の種類（複数回答）」の構成割合は、「虐待経験あり」に対する割合であり、複数回答のため100%を超える場合がある。

虐待経験の種類（複数回答）
不明

里親

総数（人） 

構成割合（％）

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

（６）児童の心身の状況
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種類 総数 養育里親 養子縁組里親 親族里親
うち専門里親

対象児童

要保護児童 次に挙げる要保護児童のうち、
都道府県知事がその養育に関し
特に支援が必要と認めたもの

①児童虐待等の行為により心身
に有害な影響を受けた児童

②非行等の問題を有する児童

③身体障害、知的障害又は精神
障害がある児童

要保護児童 次の要件に該当する要保護児童

①当該親族里親に扶養義務のある児童

②児童の両親その他当該児童を現に監
護する者が死亡、行方不明、拘禁、
入院等の状態となったことにより、
これらの者により、養育が期待でき
ないこと

登録里親数 18,038世帯 15,392世帯 713世帯 7,677世帯 624世帯

委託里親数 5,411世帯 4,350世帯 166世帯 377世帯 587世帯

委託児童数 6,637人 5,198人 214人 394人 831人

里 親 制 度 の 概 要
○里親制度は、児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童（保護者のない児童又は保護者に監護させるこ
とが不適当であると認められる児童）の養育を委託する制度であり、その推進を図るため、
・平成14年度に親族里親、専門里親を創設
・平成20年の児童福祉法改正で、「養育里親」と「養子縁組を希望する里親」とを制度上区分
・平成21年度から、養育里親と専門里親について、研修を義務化
・平成29年度から、里親の新規開拓から委託児童の自立支援までの一貫した里親支援を都道府県（児童相談所）の
業務として位置付けるとともに、養子縁組里親を法定化し、研修を義務化

○里親が同時に養育する委託児童及び当該委託児童以外の児童の人数の合計は６人まで（委託児童については４人まで）
なお専門里親については委託児童２人まで
※里親が行う養育に関する最低基準第17条第１項及び第２項

里親に支給される
手当等 一般生活費（食費、被服費等。1人当たり月額）乳児 65,910円、 乳児以外 57,080円

その他（幼稚園・保育所費、教育費、入進学支度金、就職支度費、大学進学等支度費、医療費、通院費等）

※令和２年度から２人目以降の手当額を１人目と同額まで増額

里親手当 養育里親 90,000円（2人目以降も同額）
（月額） 専門里親  141,000円（2人目も同額）

※里親数・児童数は福祉行政報告例
（令和7年3月末現在）
※なお、総数については各里親類型
間に重複があるため一致しない

※令和７年度単価
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ファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）の概要 
１．事業内容

ファミリーホームは、養育者の家庭に児童を迎え入れて養育を行う家庭養護の一環として、要保護児童
（保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）に対し、この事業を行う住居
において、児童間の相互作用を活かしつつ、児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するとともに、豊か
な人間性及び社会性を養い、児童の自立を支援する。

２．法律上の根拠
児童福祉法第６条の３第８項

３．実施主体
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

４．運営主体（事業者）
都道府県知事等が適当と認めた者

５．職員配置について
養育者２名（配偶者）＋補助者１名、又は養育者１名＋補助者２名
個別対応職員１名（加算職員。ただし、個別の対応が必要であると都道府県知事等が認めたこどもがいる場合に
限る。）
※ 養育者は、ファミリーホームを行う住居に生活の本拠を置く者に限る。

６．ホームへの入居
児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童の養育を委託

７．補助根拠
児童福祉法第５３条

８．補助率
１／２（国１／２、都道府県･指定都市・児童相談所設置市１／２）

９．ホーム数、委託児童数
ホーム数：５０５か所、委託児童数：１，８６２人 ※福祉行政報告例（令和7年3月末現在） 11



１．目的

里親支援センターは、里親支援事業を行うほか、里親及び小規模住居型児童養育事業（以下「ファミリーホーム」
という。）に従事する者（以下「里親等」という。）、その養育される児童（以下「里子等」という。）並びに里親
になろうとする者について相談その他の援助を行い、家庭養育を推進するとともに、里子等が心身ともに健やかに育
成されるよう、その最善の利益を実現することを目的とする施設。

※令和４年の児童福祉法改正で制度化（令和６年４月１日施行）

２．設置・運営主体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市、社会福祉法人等

３．設備について

事務室、里親等及び里子等並びに里親になろうとする者が訪問できる相談室等、

その他、事業を実施するために必要な設備

４．職員配置について

５．施設数

里親支援センターの概要 

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

センター長 必置 １人

里親制度等普及促進担当者
（里親リクルーター） 必置 １人

里親等支援員 必置 登録里親家庭が61世帯から20世帯増える毎に、
１人ずつ加配

里親研修等担当者
（里親トレーナー） 必置 １人

Ｒ６ Ｒ７

か所数 24 55
（※）家庭福祉課調べ

R６は令和７年１月１日現在。R７は令和７年４月１日現在。
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13

里親支援センターについて

＜里親支援センターの業務＞

     ◆ 以下に定める業務を全て実施すること。
① 里親制度等普及促進・リクルート業務

 里親制度その他の児童の養育に必要な制度の普及促進を行うとともに、
里親等になることを希望する者の開拓を行う。

② 里親等研修・トレーニング業務
 基礎研修、登録前研修及び更新研修や、未委託里親等に対する研修・トレーニングを実施する。

③ 里親等委託推進業務
 委託候補里親等を選定するとともに、委託に向けて、里親等とこどもとの間の調整・支援等を行う。
 自立支援計画の作成・定期的な見直し又はその支援を行う。
 関係機関と連携し、里親等への委託を円滑に進めるため、里親委託等推進委員会を開催・参画する。

④ 里親等養育支援業務
 里親等及び里子等並びに里親になろうとする者に対し、その相談に応じ、必要な情報の提供、

助言その他の援助を行う。
 里親等がレスパイト・ケアを必要とする場合に、里親等と施設の間の調整を行う。
 里親等及び里親になろうとする者と乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設又は

児童自立支援施設に入所しているこどもや、里親等及び里親になろうとする者による
相互の交流の場を提供する。

 里親等及び里子等並びに里親になろうとする者に対し、里親等又は里親経験等を有する者の中から、
里親家庭への訪問による援助を実施する者を選定、里親等からの相談・援助の求めに応じて派遣し、
家事や養育補助など生活援助や養育相談など援助活動を行う。

⑤ 里親等委託児童自立支援業務
 里親等へ委託されている児童等又は里親等への委託を解除された児童等に対し、

自立支援計画への助言及び進行管理や、委託解除前からの自立に向けた相談支援、
委託解除後の継続的な状況把握及び相談支援等を行う。

概要 里親・ＦＨ及びその養育される児童

②里親等研修・トレーニング業務
③里親等委託推進業務
④里親等養育支援業務
⑤里親等委託児童自立支援業務

里親になろうとする者

①里親制度等普及促進・リクルート業務
②里親等研修・トレーニング業務
④里親等養育支援業務

里親支援センター

（想定される実施機関）

・民間フォスタリング機関
・児童福祉施設 等

児童相談所

児童福祉施設
関係機関との連携

地方公共団体

学校
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支援局 家庭福祉課里親養育包括支援（フォスタリング）事業

里親のリクルート及びアセスメント、登録前・登録後及び委託後における里親に対する研修、こどもと里親家庭のマッチング、里親養育への支援
（未委託期間中及び委託解除後のフォローを含む。）に至るまでの里親養育支援及び養子縁組に関する相談・支援を実施する事業に要する経費を補助
する。（「里親支援センター」に対しては「児童入所施設措置費等国庫負担金」により、必要な経費を支弁）

事業の概要

事業の目的

 ＜児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金＞ 令和８年度予算案 206億円の内数（207億円の内数）
  令和７年度補正予算 0.5億円

リクルート マッチング

自立
支援

○ 広報の企画立案、講演会や説明会の
開催等による制度の普及啓発

○ 新規里親の開拓

○ 基礎研修、登録前研修、更新研修の実施
○ 委託後や未委託里親へのトレーニング

里親トレーナー≪加配≫

研修等事業担当職員≪加配≫

○ 委託候補里親の選定
○ 委託に向けた調整・支援
○ 自立支援計画の作成

里親等委託調整員≪必置≫

委託調整補助員≪加配≫

○ 自立支援計画への助言・進行管理
○ 関係機関と連携した自立支援
○ 生活支援、学習支援、就労支援
○ 委託解除前からの自立に向けた相談支援
○ 委託解除後の継続的な状況把握、相談支援

自立支援担当支援員≪必置≫

養育
支援

○ 里親家庭等への訪問支援
○ 相互交流の場の提供
○ 親子関係再構築支援
○ 夜間・休日も含む相談支援

○ 養育体験の機会の提供
○ レスパイト・ケア

里親等相談支援員≪必置≫、相談支援員補助員≪加配≫、
心理訪問支援員≪加配≫ 

レスパイト・ケア担当職員≪加配≫

研修・
トレーニング

里親リクルーター≪加配≫

リクルーター補助員≪加配≫

都道府県（児童相談所）

＜令和７年度補正予算＞ 共働き家庭里親等支援強化事業
共働きの里親や共働きの養親候補者等が委託児童等の養育と就業との両立が困難な状況が多いことから、共働き家庭里親等の実態把握を行うとともに、

創意工夫を凝らした先駆的な共働き家庭里親等への支援を行う自治体の取組に対して補助を行う。 14



（参考）前回までの専門委員会を踏まえたこどものケアニーズの整理について
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１．ケアニーズの背景等（こどもたちの状態に関わる因子）
※ケアニーズの背景等について、見落としを防ぐため、便宜的に類型ごと
に分類して記載しており、重複もあり得る。
Ⅰ 特性
①知的障害（疑い含む）
②発達障害（疑い含む）
（例）ADHD、LD、ASDなど

③身体障害（疑い含む）
（例）身体虚弱、肢体不自由、視覚障害、聴覚障害など

Ⅱ 経験
④被虐待経験
       身体的虐待、心理的虐待、ネグレクト、性的虐待
⑤喪失体験
（例）親の死、兄弟姉妹の死、父母の離婚、再婚など

⑥犯罪被害、いじめ
⑦精神障害（疑い含む）
（例）PTSD、トラウマ、統合失調症、双極性障害など

⑧アタッチメント（愛着）形成上の課題
（例）不適切な養育等による不安や緊張の高さ、過適応、 不得

手なコミュニケーション、対人距離のとれなさ、 自己肯
定感の低さ、協調性のなさなど

Ⅲ 環境
⑨生育環境
（例）基本的な生活習慣、経済状況、家庭環境、養育機能、 地域

社会の養育環境、対人被害、妊娠中の母親の体調など
Ⅳ 現在の状況と環境

（例）保護的・補償的体験ができているか、安全な居場所があるか、
生活環境が与えている影響等

※上記を考える際には、こどもの過去から現在までの状況、背景、こども
自身の強み等を踏まえ、ストーリーが見えてくるような形でのアセスメン
トが必要。
※上記は、各事項の相互作用の中で成り立っているものであり、個々に独
立して存在しているものではないことに留意。

※本資料は、あくまでこどもが直面し得る過酷な経験等として考えられ
るものを幅広く列挙したものであり、社会的養護を必要とするこどもが
一概にこれらに当てはめることができないことに留意が必要。

２.ケアニーズが満たされていない時にでるサインの例
～成長過程における過酷な経験や困難に直面したこども達にとって、そ
のニーズが満たされていないことに伴いでるサイン～
※サインについて、見落としを防ぐため、便宜的に類型ごとに分類して記載
しており、重複もあり得る。
Ⅰ 身体的側面
①身体的な発育の遅れ
②年齢不相応なADL
③神経生理学的な機能不全

Ⅱ 心理的側面
④癇癪（感情コントロール）
⑤膠着・緘黙
⑥希死念慮・自殺企図
⑦こだわりの強さ
⑧摂食障害（過食・拒食・異食・誤嚥）
⑨睡眠の課題（不眠・過眠・中途覚醒・夜驚・寝付きの悪さ・ 昼夜
逆転）

⑩精神的不調（抑うつ・不安・恐怖）
⑪解離
⑫多動・集中困難
⑬言語発達の遅れ
⑭認知的な発達の遅れ・ゆがみ
⑮共依存
⑯コミュニケーションの困難さ
⑰衝動性の高さ
⑱感覚過敏・鈍麻

Ⅲ 社会的側面
⑲不良、非行、虞犯行為
⑳虚言
㉑性的逸脱行為
㉒自傷
㉓他害（暴言・暴力）

Ⅳ その他
㉔過剰適応
（例）大変な状況にも関わらず何も問題ないように見える、

一般的に泣くような場面で泣かないなど
※サインがでていない＝支援が必要ない、ということではないことに留
意が必要。
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３．こどものケアニーズの緊急性・重大性・複雑性を測る観点

①現に集中的な対応が必要なもの
②放置すると重篤度合いが増すもの
・身体的成長を阻害するもの
・精神的成長を阻害するもの

③生命にかかわるもの
④重複して表出する場合が多いもの
⑤年齢を重ねるごとに自然に軽減することが期待できるもの
⑥年齢を重ねるごとに大きくなるもの
⑦軽減や改善に時間を要するもの
⑧支援の効果が出やすいもの
⑨支援の効果が出にくいもの
⑩専門職による支援が必要なもの
⑪医師による治療が必要なもの

※①～⑪について、全体的な観点からのアセスメントが必要。

４．１～３を測る上での留意事項
１～３を測る上で、どのような点に留意が必要か。１～３それぞれ

で複数の事項に該当することがあること、その組み合わせやこどもの
ニーズの緊急性・重大性・複雑性も一定ではないこと、こどもの成長
やケアの進捗等に伴うこどもの変化もありタイミングによって評価が
異なり得ることについて、どう考えるか。

①年齢によるニーズや緊急性・重大性・複雑性の変化
②表出する場所や時間帯等の環境要因によるこどものニーズの緊急
性・重大性・複雑性の変化

③家族との関係性
④支援を行う職員との関係性
⑤乳児であることへの留意
⑥地域社会との関係性
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